
流山市子ども・子育て会議

～第１回会議資料～
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子育ての現状
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子ども・子育て支援新制度がスタート！

• 子ども・子育て関連３法の成立

• 子ども・子育て支援事業計画の策定

• 子ども・子育て支援新制度スタート
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子ども・子育て関連３法

・子ども・子育て支援法

施設型給付、地域型保育給付の創設

地域の子ども・子育て支援の充実

・認定こども園法の一部改正法

幼保連携型認定こども園以外の子ども園の充実

幼保連携型認定こども園の認可・指導監修等の一本化

・子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改
正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

五十五の関係法律について規定を整備
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子育てをめぐる課題

• 質の高い幼児期の学校教育・保育
の不足課題１

• 家庭や地域での子育て力の低下課題２

• 待機児童

• 近くに保育の場がなくなった地域
課題３
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幼稚園と保育所の良さをあわせ
持つ【認定こども園】の普及促進

• 保護者が働い
ているいない
にかかわらず
利用可能

• 保護者の就労
状況が変化し
ても継続可能

• 通園していな
い家庭も含め
子育て支援を
受けられる

課題１ 質の高い幼児期の学校教育・
保育の不足

質の高い幼児期の学校教育・保育
を総合的に提供
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子育て支援の例
地域子育て
支援拠点の

増加

一時預か
りの増加

放課後児
童クラブ
の増加

課題２ 家庭や地域の子育て力の低下

地域のニーズに応じた多様な子育
て支援の充実
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認定こども園、
保育所などを計
画的に整備

保育ママや小規模
保育などの地域型
保育への財政支援

待機児童解消

保育の受入れ増加

課題３－１ 待機児童

待機児童解消のため、保育の受入
れ人数を増加
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地域型保育給付
による運営支援

放課後児童クラブ

地域子育て支援拠点

一時預かりなど

地域保育

の支援

課題３－２ 近くに保育の場がなく
なった地域

子どもが減尐傾向にある地域の保
育を支援
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子ども・子育て新制度の財源

消費税率

引き上げ

による

増収分

７千億円

その他

の財源

３千億円

１兆円

７千億円の内訳

◎４千億円
待機児童解消等のた
め、保育等の量を拡
充するために要する
費用

◎３千億円
職員配置基準の改善
をはじめとする保育
等の質の改善のため
の費用
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子ども・子育て支援新制度のイメージ

子ども・子育て勘定
（仮称）

市町村（基礎自治体）

国
一般会計

労使

都道府県
一般会計

国
子ども・子育て会議

地方
子ども・子育て会議

子ども・子育て包括交付金（仮称）
事業計画の実施に必要な費用を交付

子ども・子育て支援の給付・サービスを包括的・一元的に給付

負担金・

補助金

審議・評価など

拠出金

＜給付・事業に応じて財源の一元化＞

負担金・
補助金

計画・施策等の
審議・評価など
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給付・事業の全体像（イメージ）

• 施設型給付

• 地域型保育給付

• 児童手当

支援給付

認定こども園 ・ 幼稚園 ・ 保育所 を通じた共通の給付

小規模保育 家庭的保育 居宅訪問型保育 事業所内保育

• 利用者支援、地域子育て支援拠点事業、一時預かり、
乳児家庭全戸訪問事業等

• 延長保育事業、病児・病後児保育事業

• 放課後児童クラブ

• 妊婦健診

支援事業
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子ども・子育て家庭の状況に応じた支援の提供（イメージ）

満３歳以上の子ども／家庭で子育てを行う家庭

→ニーズ：学校教育、子育て支援

満３歳以上の子ども／保育を利用する家庭

→ニーズ：学校教育、保育、放課後児童クラブ、
子育て支援

満３歳未満の子ども／家庭で子育てを行う家庭

→ニーズ：子育て支援

満３歳未満の子ども／保育を利用する家庭

→ニーズ：保育、子育て支援

家庭の状況及び需要

需要の調査・把握（利用状況＋希望）

子ども子育て支援事業計画の策定

計画的な整備

• 施設型給付

• 地域型保育給付

• 地域子育て支援拠点事業、一時預
かり、乳児家庭全戸訪問事業等

• 延長保育事業、病児・病後児保育
事業

• 放課後児童クラブ

13



認定こども園制度の改善
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• 幼稚園＋保育所機能
幼稚園型

設置主体：国、自治
体、学校法人のみ

• 幼稚園機能＋保育所
保育所型

設置主体：制限なし

• 幼稚園機能＋保育所機能
地方裁量型
設置主体：制限なし

• 幼稚園／保育所

幼保連携型
設置主体：国、自治
体、学校法人、社会

福祉法人のみ

幼保連携型認定こども園

（学校及び児童福祉施設）

設置主体：国、自治体、学校法人、社会福
祉法人のみ

施設体系は現行のまま

財政措置を「施設型給

付」で一本化

（学校） （児童福祉施設）

◇幼稚園：学校教育法による認可
◇保育所：児童福祉法による認可
◇それぞれの法体系による指導監督
◇それぞれの財政措置

【現行】

◇改正認定こども園法による認可
◇指導監督の一本化
◇施設型給付で財政措置を一本化

【改正後】



新制度における保育の利用調整手順（イメージ）
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同時に手続きが可能

【私立保育所】

【認定こども園・公立
保育所・地域型保育】

「保育料は市町村
へ支払い」

「保育料は施設・
事業者へ支払い」



実施主体としての流山市

• 子ども・子育て関連３法に基づく実施主体としての役割
を担い、必要な以下の権限と責務を法律上位置づける

• 子どもや家庭の状況に応じた給付の保証・事業の実施

• 質の確保された給付事業の提供

• 給付・事業の確実な利用の支援

• 事業の費用・給付の支払い

• 計画的な提供体制の確保・基盤整備

市町村（実施主体）

• 都道府県：教育・保育施設の認可、都道府県子ども子育て支援計画の
策定

• 国：市町村、都道府県が策定する計画の作成に関する事項を含む「基
本指針」を定める

都道府県・国（市町村を重層的に支える）

16



地方版子ども・子育て会議

地方版子ども子育て会議とは

→ 市町村等における合議制の機関

その役割は

→ ・教育・保育施設や、地域型保育事業の利用定員を定める

・市町村計画を策定・変更する

・子ども子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進

に関し必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議する

参考条文（子ども・子育て支援法）

第七十七条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合
議制の機関を置くよう努めるものとする。

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定する事項を処理すること。

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第三項に規定する事項を処理すること。

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する事項を処理すること。

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及
び当該施策の実施状況を調査審議すること。
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市町村子ども・子育て支援事業計画の概要

• 教育・保育提供区域の設定

• 幼児期の学校教育・保育に係る需要量の見込み、提供体制の確保の
内容及びその実施時期

• 地域子ども・子育て支援事業に係る需要量の見込み、提供体制の確
保の内容及びその実施時期

• 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び当該学校教育・保育の推
進に関する提供体制の確保の内容

必須

記載

事項

• 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な
利用の確保

• 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府
県が行う施策との連携

• 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために
必要な雇用環境の整備に関する施策との連携

任意

記載

事項

市町村子ども・子育て支援事業計画の記載事項（５年ごとに計画を策定）
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流山市の現状
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流山市の総人口と年少人口の推移

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年

総人口 １５５，７７９ １５７，７３１ １６０，１１９ １６３，０３４ １６６，０９２ １６６，９２４

年尐人口
（１５歳未満）

２０，７０９ ２１，０７８ ２１，６４０ ２２，１３２ ２２，８６６ ２３，１３７

年尐人口割合 １３．３ １３．４ １３．５ １３．６ １３．８ １３．９

155,779 157,731 160,119 163,034 166,092 166,924

20,709 21,078 21,640 22,132 22,866 23,137
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総人口 年尐人口 年尐人口割合

（単位：人，％）

資料：千葉県年齢別・町丁字別人口（各年４月１日）
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入所児童数の推移

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計

北部 １４ ５１ ５０ ６９ ７４ ７７ ３３５

中部 ４９ １５０ １６４ １５５ １３４ １０９ ７６１

南部 ５１ １６０ １８４ １７８ １７９ １６５ ９１７

東部 １７ ５３ ４１ ５７ ５７ ４３ ２６８

計 １３１ ４１４ ４３９ ４５９ ４４４ ３９４ ２２８１

平成２４年４月１日入所児童数 （単位：人）
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０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計

北部 １３ ５５ ６７ ５７ ６６ ７９ ３３７

中部 ７２ １７６ １９４ ２０８ １８０ １４０ ９７０

南部 ５７ １６１ １７８ ２０８ １７４ １８１ ９５９

東部 ９ ４７ ６２ ４４ ５９ ５８ ２７９

計 １５１ ４３９ ５０１ ５１７ ４７９ ４５８ ２５４５

平成２５年４月１日入所児童数 （単位：人）
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待機児童数の推移

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計

北部 １ １ ３ １ ０ ０ ６

中部 ２ ２３ ９ ４ ２ ０ ４０

南部 ０ １０ １５ ４ １ ０ ３０

東部 ０ ４ ０ １ ０ ０ ５

計 ３ ３８ ２７ １０ ３ ０ ８１

平成２４年４月１日待機児童数 （単位：人）
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０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計

北部 ２ ４ ２ ２ １ ０ １１

中部 １ １１ ９ ９ ０ ０ ３０

南部 １ ７ １ ３ ０ ０ １２

東部 ２ ０ １ ０ ０ １ ４

計 ６ ２２ １３ １４ １ １ ５７

平成２５年４月１日待機児童数 （単位：人）

0

5

10

15

20

25

０
歳

１
歳

２
歳

３
歳

４
歳

５
歳

北部

中部

南部

東部

22



流山市特定事業進捗状況

事業名
平成２１年度

実 績
平成２２年度

実 績
平成２３年度

実 績
平成２４年度

実 績
平成２６年度
目標事業量

通常保育事業 １６か所 １７か所 ２０か所 ２２か所 ２０か所

（ 定 員 ） １，６４０人 １，７８９人 ２，１４９人 ２，６２９人 ２，１１９人

延
長
保
育
事
業

（３０分） １か所 １か所 １か所 １か所 ０か所

（１時間） １０か所 １０か所 １０か所 １０か所 ８か所

（２時間） １か所 １か所 ４か所 ５か所 １か所

（３時間） １か所 １か所 １か所 ２か所 ４か所

（４時間） ３か所 ４か所 ４か所 ４か所 ７か所

トワイライトステイ事業 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

休日保育事業 ２か所 ２か所 ２か所 ３か所 ３か所

病児・病後児保育事業 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ４か所

一時預かり事業 ７か所 ８か所 １１か所 １１か所 １１か所

ショートステイ事業 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

学童クラブ １５か所 １５か所 １５か所 １６か所 １７か所

地域子育て支援センター事業 １０か所 １１か所 １３か所 １５か所 １４か所

ファミリーサポート
センター事業

１か所 １か所 １か所 １か所 ２か所

流山市次世代育成支援行動計画 後期計画
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